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　「（学者たるもの）先行研究、教員の言うことも疑いなさい」。フィリピン大学での最初の授業で、このように教員から

批判的考察や学問の自由の重要さを教えられた。私は高校を卒業したばかりの大学1年生のゼミを担当して8年に

なる。高校にあって大学にないものは政府の管理であると教え、学習指導要領や文部省検定の教科書を例示して

きた。恩師の教えをつなごうと試みた。だが、2014年度から教授会に代わって「学長」の権限が強化された。勤務校

も学長の下、教育開発部署が強化され、理系・文系問わず、2019年度から1年生ゼミに100ページほどの共通テキ

ストと教員用マニュアルを配布されるようになった。教員1人に対して10人程度の恵まれたゼミナールから自由が奪

われた。さらに今年度は、新型コロナウイルスによって遠隔授業となり、Googleが提供する教育向け情報システム上

で共通する教材が教員と学生に配信され、学生が毎回、授業アンケートに回答し、担当教員のほか、教育開発部署

の教員や職員とリアルタイムで共有できる。さらに毎週、担当教員を結んで意見交換会を実施している。15回のうち

6回がマニュアルベースで残りは学科に委ねられている。

　このように教育改革が続くなかで、再び9月入学論が浮上した。今回の特徴は小学校から大学までを対象として、

実現すれば教育改革の仕上げのような大改革となる。大阪府知事は「9月入学はグローバルスタンダードだ」と強調

し、東京都知事は「教育システム、社会システムを変えるきっかけにすべきだ」と発言している。日本が欧米と学期の

開始時期を合わせることで、研究者、留学生の交換が促進されると期待されている。

　大学のグローバル化指標となるのは、英国の教育専門誌タイムズ・ハイヤー・エデュケーション（THE）による「世界

大学ランキング」である。2019年9月に発表された最新の上位200校のなかで、日本は東大（36位）、京大（65位）の

2校である。5年前には東京工業大、東北大、大阪大が200位以内に入っていたが、今やランク外である。これに対し

中国の清華大（23位）がアジアの最高で、北京大（24位）、シンガポール国立大（25位）、香港大（35位）が続いた。

200位以内は中国７校、韓国は6校、香港5校で、2校の日本を上回る。

　1位のオックスフォード大学、4位のスタンフォード大学、中国、韓国のランキング大学を訪問しても、とにかく予算、教

職員数、学生数が日本より総じて大規模である。なぜなら大学ランキングは論文数や引用数など絶対数が反映され

るからだ。経済学や経営学なら、まず過去にさかのぼって学術論文はほぼすべて電子ジャーナルで提供されてお

り、図書館でコピーする必要はない。日本の大手金融機関も完備できない多種類の商業データーベースが大規模

大学のメンバーであれば利用できる。このため欧米でも中規模大学はこうした有料サービスから排除される状況にあ

る。9月入学が実現したとして、海外の有力研究者が日本で長期間、働きたいと思うのだろうか。少なくとも経済学や

経営学ではイメージしにくい。


